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 我が国では、農家の高齢化が進み、農業に多様な人材の参加が求めら

れています。こうしたなか、産消が連携し、多様な人材の参加によっ

て 実 現 さ れ る 新 た な 農 業 の モ デ ル と し て 、 Ｃ Ｓ Ａ （ Community 

Supported Agriculture）が注目されています。 

ＣＳＡは、農家と消費者が連携し、前払いによる農産物の契約を通

じて相互に支え合う仕組みです。ＣＳＡはアメリカで 1980 年代に最初

に始まったとされ、現在では欧米を中心に世界的な拡がりをみせてい

ます。ＣＳＡは農作業や出荷作業などの農場運営に消費者が参加する

特徴をもち、農家と消費者が経営リスクを共有し、信頼に基づく対等

な関係によって成立します。ＣＳＡはコミュニティ形成や有機農業の

振興など、地域への多様な効果をもたらす新たな農業モデルとして注

目されます。 

本資料は、ＣＳＡの概念やその導入に関わる技術的知見をとりまと

めたものです。神奈川県大和市の「なないろ畑農場」を始めとする、

国内外のＣＳＡの事例を紹介するとともに、我が国においてＣＳＡ 

に対する理解を深め、ＣＳＡが地域に与える効果や普及に必要な知見

をとりまとめました。手引き作成の過程では、2014 年 10 月から当研

究所との共催により定期的に開催されている「ＣＳＡ研究会」（代表：

三重大学・波夛野豪教授）の協力を得ました。 

この手引き作成にあたり、協力いただいた皆様に御礼申し上げます。

本成果が農家と消費者、農家支援に関わる行政機関の職員などに活用

され、産消連携による農業の推進に資することを期待します。 
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我が国では、農業者の高齢化が進み、農業の新たな担い手や支援者とし

て都市住民を含めた多様な人材の参加が求められています。多様な人材の

参加によって実現される新たな農業の形態として、ＣＳＡ（Community 

Supported Agriculture）が注目されています。ＣＳＡは、生産者と消費者

が連携し、前払いによる農産物の契約を通じて相互に支え合う仕組みで

す。ＣＳＡは、生産者と消費者が直接契約し、野菜セットを定期購入する

点では、1970 年代以降に有機農業運動として日本で広まった産消提携と近

いコンセプトを持ちます。しかし、ＣＳＡでは、消費者が野菜セットの代

金を１年あるいは半年といった単位で前払いすることや、援農など農場運

営に積極的に関与する点に大きな特徴があります。 

ＣＳＡの代金前払いは、天候不順による不作のリスクを、消費者と農家

の双方が共有することを意味しています。農家からすれば、収量が減少し

たとしても、定額の収入が確保され、安定した経営のもとで農業に従事で

きます。一方、消費者は、顔が見える関係のなかで、年間を通じて安全で

質の高い農産物を入手することができます。ＣＳＡは、地域の消費者と農

家が相互に支え合う仕組みといえるでしょう。 

このようなＣＳＡがもつコンセプトは、従来であれば消費者のままであ

った多様な人材を、農業の担い手あるいは支援者へと導き、消費者参加型

の農業へと展開する期待をもたせてくれます。同時に、地域の消費者間の

コミュニティ機能の増進や、農地保全といった地域に及ぼす様々な効果の

発揮にもつながると考えられます。 
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図１ ＣＳＡのコンセプト 
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１．ＣＳＡの誕生 

 

ＣＳＡは世界的な広がりをみせていますが、特に欧米で広く普及してい

ます。ＣＳＡの起源は、1986 年にアメリカ北東部地域に誕生した２つの農

場にあるとされています。ＣＳＡの起源はアメリカにあるといえますが、

それに影響を与えた源流は、ドイツ・スイスにあると考えられています

（トゥラウガー・グロ一ら,1996：波夛野,2008）。 

一方、アメリカのＣＳＡ実践者の中には、日本の産消提携をＣＳＡのモ

デルのひとつと捉える見解もみられます（エリザベス ヘンダーソン

ら,2008）。日本ではＣＳＡに先んじて、1970 年代以降に有機農業運動と

して「産消提携」が広まり、その理念は「ＴＥＩＫＥＩ」として海外にも

紹介されてきました。日本有機農業研究会では、生産者と消費者が協力し

て有機農業を進める指針として、1978 年に「提携 10 か条」をまとめまし

た。その内容は、前に述べたＣＳＡの特徴と理念が共通する部分は多くみ

られます。 

ＣＳＡの普及はアメリカが最も進んでおり、その数は 4,205 あるとする

報告がみらます（中央果実生産出荷安定基金協会，2010）。アメリカ農務

省の 2007 年農業センサスによれば、12,549 の農場がＣＳＡを通じた農産

物販売を行っているとされています。欧米ではスイスのＡＣＰ、フランス

のＡＭＡＰ（アマップ）など、ＣＳＡに相当する活動が各国でみられま

す。世界的にはアメリカ、フランス、スイス以外にも、カナダ、イギリ

ス、ドイツ、イタリア、ポルトガル、ブラジルなど 30 カ国以上でＣＳＡが

展開されているとみられます。三重大学の波夛野豪教授は、世界でＣＳＡ

が波及する流れを図２のように整理しています（2014 年 10 月時点）。こ

れによると、欧米を中心にＣＳＡ（名称は様々）が存在し、波及している

ことがわかります。 

各国のＣＳＡは、生産者と消費者が連携して有機農業を支える仕組みを

相互に参考にし、影響を受けながら、それぞれの国の状況に応じた展開を

みせているといえるでしょう。 
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図２ ＣＳＡの世界的な波及 

（引用：三重大学・波夛野豪教授 2014 年 10 月第 1 回ＣＳＡ研究会資料） 

 

 

２．ＣＳＡが普及する背景 

 

欧米でＣＳＡが普及する一つの要因として、ＣＳＡに関する支援組織の

存在が挙げられます。表１に欧米の主なＣＳＡについて整理しましたが、

いずれもＣＳＡに関する支援や連携のための組織が存在します。 

アメリカでは、代表的な CSA 支援組織として非営利団体 Just Food があ

ります。Just Food は、生産者・消費者に向けた情報提供機能、生産者・

消費者の契約を促進する仲介機能、ＣＳＡの認証機能の主に３つの機能を

担っています（図３）。このほか、フランスのＣＳＡに相当するＡＭＡＰ

では、アリアンス・プロヴァンスが「ＡＭＡＰ憲章」を制定し、「ＡＭＡ

Ｐ」を商標登録することで、認証の機能を担っています。 

このように、欧米のＣＳＡ支援組織では、ＣＳＡについて生産者と消費

者双方への啓蒙のほか、双方の契約の仲介や認証といったＣＳＡを普及す

るための実務的な支援が行われています。この点は、日本の現状とは大き

く異なる点といえます。 
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         図３ ＣＳＡをサポートする組織 

 

  

表１　欧米におけるＣＳＡの特徴

国名 アメリカ スイス フランス

略称 CSA ACP AMAP（アマップ）

名称
Community Supported

Agriculture

Agriculture　Contractuelle

de Proximite'

Association Pour le Maintien

d'une Agriculture Paysanne

一般的

な和訳
地域支援型農業 産消近接契約農業 農民農業を支える会

契機

ドイツとスイスの農場に影響を

受け、1986年に２つの農場が最

初に取り組んだ

1980年代初頭から産消共同出

資による農場が開始

2001年南フランス

農民連盟のメンバーであるヴィ

ヨン夫妻が取り組んだ。米国と

スイスのCSAに影響されて最初

に取り組んだ

特徴

複数農場と数百名の会員から

なる規模の大きなCSAがみられ

る。ファーマーズ・マーケットと

の連携により、需給調整を可能

にしている

生産者・消費者が近接し､コミュ

ニティー志向が強い。季節が限

定された果樹単品のCSAがみら

れる

一人の生産者と消費者グルー

プが結ぶ定期購買契約であり､

環境に配慮した農業経営を行

う小規模な家族農業支援の意

図が強い

CSAの支

援組織

ニューヨークでは、非営利団体

JUST FOODがCSA活動をサ

ポート。ミネソタ州､ウィスコンシ

ン州には､生産者ネットワークで

あるCSA連合がある

農民組合ユニテールがコー

ディネイターの役割

アリアンス・プロバンス協会は､

AMAP普及の推進母体。このほ

かMIRAMAP､CREAMAPといった

連携組織がある

注）フランスは雨宮裕子(2010)、アメリカについては野見山敏雄(2009)､佐藤加寿子(2007)､スイスは波夛

野豪(2010)、各氏の参考文献を中心に整理したものである
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１．日本国内のＣＳＡの動向 

  

ＣＳＡは欧米を中心に世界的に普及していますが、日本では事例が少ない

状況にあります。日本のＣＳＡは、後に紹介する神奈川県大和市の「なない

ろ畑農場」や、北海道長沼町の「メノビレッジ長沼」、北海道本別町の「ソ

フィア・ファーム・コミュニティー」など、現状ではわずかな事例がみられ

るにとどまります（表２）。しかし近年、各地でＣＳＡを新たに立ち上げる

試みや研究会が行われ、ＣＳＡに対する関心は高まりつつあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国内最初のＣＳＡ「北海道長沼町・メノビレッジ長沼」 

日本において、明確なＣＳＡのコンセプトをもって開設された最初の農場

は、「メノビレッジ長沼」です。メノビレッジ長沼は、カナダとアメリカで

ＣＳＡ農場を立ち上げた経験をもつアメリカ出身のエップ・レイモンドさん

が、北海道長沼町に就農し、夫婦で開設した農場です。農場は、農場主夫妻

が所属する札幌メノナイト教会の有志が構想し、当時アメリカで就農してい

た農場主夫妻を長沼町に招聘して、地域住民による支援も受けながら 1995

年に開設されました。翌 1996 年にＣＳＡを開始しました。 

メノビレッジ長沼は、平地農業地域にあって約５ha の耕地面積を有して

います。農地は有志からの出資を受けて取得しました。農薬や化学肥料に頼

表２ 国内のＣＳＡの事例（2016 年 1 月現在） 

国内の CSA 北海道長沼町「メノビレッジ長沼」(1996～)、北海道

札幌市「ファーム伊達家」（2005～）、神奈川県大和

市「なないろ畑農場」（2006～）、北海道本別町「ソフ

ィア・ファーム・コミュニティー」、北海道岩見沢市「星

耕舎」 

新たな CSA 
千葉県柏市・我孫子市「風の色」、茨城県つくば市飯

野農園 

CSA に近 い

産消提携 

東京都世田谷区の「大平農園」、三重県津市の「菜遊

ファーム」、大阪府能勢町の「べじたぶるはーつ」等 

米 など単 品

型の CSA 

宮城県大崎市「鳴子の米プロジェクト」、東北食べる

通信、埼玉県小川町「こめまめプロジェクト」 
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らずに約 30 種類の野菜、麦類、豆類、米を栽培しています。札幌市近郊を

中心とする約 80 世帯の会員には、冬期を除く 5～11 月の期間、隔週で野菜

セットを提供しています。このほか、約 500 羽の卵用鶏の平飼いによる養鶏、

パン工房でのパン製造も行っており、ＣＳＡの農産物以外にも卵、米や、パ

ンなどの農産加工品を生産・販売しています。ＣＳＡによる直接的な会費収

入が農業経営に占める割合は、約３割程度と推定されますが、ＣＳＡ会費収

入以外の農業収入にはＣＳＡ会員への米、卵、パンなどの販売が多く含まれ

ており、ＣＳＡはメノビレッジ長沼の農業経営において重要な役割を果たし

ているといえます。 

メノビレッジ長沼では、ＣＳＡに特徴的にみられる消費者会員によるボラ

ンティアや生産者との交流が行われています。また、野菜セットの配送の際

には農場からの通信を配布し、消費者会員への情報発信と情報開示が行われ

ています。 

メノビレッジ長沼は、ＣＳＡを開始してから既に 15 年以上が経過してい

ますが、安定した経営を継続しています。また、地域の農業者との協力や住

民との交流もみられ、新たな農業の担い手として地域に定着しています。 

 

（２）日本のＣＳＡの状況 

このように、日本でも明確なＣＳＡのコンセプトをもちつつ、実践してい

る農場が存在するものの、現状ではその数はわずかです。しかしその一方、

日本では、1970 年代から広まった産消提携を含めて、生産者と消費者の連

携に基づくＣＳＡと共通点をもつ活動は、少なからずみられます。そのひと

つとして、宮城県大崎市の「鳴子のお米プロジェクト」が挙げられます。こ

のプロジェクトでは、品目は米に限定されるものの、地元産米を地域の温泉

旅館・ホテルや住民が買い支える仕組みを有しています。同様に、中山間地

域の棚田で取り組まれている棚田オーナー制も、棚田の景観や環境の保全へ

の価値意識をもつ消費者が会員となり、前払い契約によって米の売買が行わ

れる点で、ＣＳＡと共通点をもった活動といえます。 

一方、ＣＳＡのコンセプトをもつ新たな取り組みも始まっています。東北

食べる通信（カタログを発行。月 2,580 円で年２～３回の産物とともに、生

産した農家や漁師を紹介する記事が届く）は、宅配による広域型ＣＳＡとし

ての可能性を持ちますが、この場合のＣはコミュニティ＝地域でなくコンシ
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ューマー＝消費者といえるでしょう。また、埼玉県の小川町霧里地区・こめ

まめプロジェクトとして、建築会社である株式会社ＯＫＵＴＡが、小川町の

有機農家と連携して開始しました。金子美登氏らの有機農家グループが生産

する米を毎年買い取り、社員の給与の一部をお米で支給しています。 

日本ではこれまで産消提携や棚田オーナー制など、生産者や消費者が連携

した活動が数多く行われてきました。しかし、なぜ日本でＣＳＡが定着して

いないのか、東京農工大学の野見山敏雄教授（2009）は次の要因を示してい

ます。1)日本の農産物取引においては前払い方式の契約がなじみにくい、2)

農場が任意団体のままでは、農地や固定資産の継承問題が発生する、3)生産

者と消費者がリスクとコストを均等に負担するという運営理念が一般化で

きるか否かが課題である。このほか野見山教授は、背景的要因として、日本

ではアメリカと異なり、新鮮で安全･安心な野菜を入手しやすい環境が整っ

ており、国産の生鮮食品に限れば、残留農薬や偽装表示の問題が少なく、消

費者はリスクを負担することなく、入手できる環境にあること、などを指摘

しています。 

一方、三重大学の波夛野豪教授（2010）は、欧米と日本との比較から、欧

米のＣＳＡではフランスのＡＭＡＰ地域協議会やスイスの農民組合ユニテ

ールといったＣＳＡをサポートするＮＰＯが活動しているのに対し、日本で

は産消提携の協議会的な組織として日本有機農業研究会があるものの、その

活動は情報提供に止まり、マーケティング機能を有していないとし、活動を

支援する協議会組織の違いを指摘しています。また、波夛野教授はＣＳＡと

直売所との関係にも着目し、欧米では、農家が自ら生産品の販売を行なうフ

ァーマーズマーケットがＣＳＡの制約を補完し、さらには会員拡大の意味合

いを持って機能しているのに対して、日本の直売所は基本的に委託販売であ

るため、生産者が消費者と対面することが少なく、ＣＳＡを補完し、生産者

と消費者の信頼関係を構築する機能を有していないことを指摘しています。 

ＣＳＡの起源は、日本の産消提携にあるとする論調がみられます。しかし、

日本の産消提携は停滞に直面しています（波夛野，2008）。日本の有機農産

物流通は、有機農産物を扱う宅配ビジネスの成長など、市場に一定の拡大が

みられます。しかし、有機ＪＡＳの施行後に有機認定農家が誕生する一方で、

従来の有機農家の数自体は減少しているとみられ、日本国内の農産物の総生

産量に対する有機農産物（ＪＡＳ認証）の割合も、平成 22 年度時点で 0.23％
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にすぎません。欧米では有機農産物市場の拡大を背景に、ＣＳＡが増加して

いるのに比べ、有機農業が停滞する日本では、これまでＣＳＡが成立する余

地は少なかったと考えられます。 

このように欧米と日本ではＣＳＡを取り巻く背景の違いがあり、日本でＣ

ＳＡが広く普及するには至っていません。しかし、国内での数少ない実践事

例であるメノビレッジ長沼や、次に述べるなないろ畑農場の活動は、地域外

の人材が遊休農地を活用しつつ、消費者との連携を図りながら地域農業の新

たな担い手として定着している点で、日本におけるＣＳＡの可能性を示して

いるといえるでしょう。 

 

（３）日本のＣＳＡに関する行政の動き 

 ＣＳＡを日本で広く紹介した刊行物のひとつに、平成 11 年版環境白書

（環境庁，1999）が挙げられます。そこでは、ＣＳＡについて、「環境保

全型農業を地域ぐるみで取組む地域住民参加型農業」と紹介されていま

す。 

一方、農林水産省は、平成２１年度の「食料・農業・農村白書」の中

で、消費者等が生産者を支える動きとしてＣＳＡを紹介しています。その

後、平成２２年３月に策定された「食料・農業・農村基本計画」では、Ｃ

ＳＡを「消費者が農業者と農産物取引の事前契約を行う農業である『地域

支援型農業』」としたうえで、「（ＣＳＡ等の）連携軸につながる新たな

取組について、先導的な取組や成功例を収集・分析するとともに、これを

広く発信し国民各層への理解と具体的行動を喚起する」との方針を示して

います。これに対応して、農林水産省は、平成２２年度委託事業として

「農業と消費者の新たな『結びつき』に関する実態調査」を実施しまし

た。同調査は、㈱ツーリズム・マーケティング研究所が受託し、国内のＣ

ＳＡの事例について調査し、紹介しています。 

 また茨城県では、県の農業改革大綱（２０１１～２０１５）の中で、Ｃ

ＳＡを取りあげています。施策としては生協と生産者の提携等の「地域支

援型農業」を目指す取組みを促進するとしています。 

 このように行政によるＣＳＡへの関心はここ数年高まりつつあります

が、現状ではＣＳＡを紹介するにとどまり、ＣＳＡそのものを支援する事

業はみあたりません。しかし、各種事業を通じてＣＳＡの導入を促進する
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ことが考えられます。例えば、農林水産省の「多面的機能支払交付金」、

「都市農村共生・対流総合対策交付金」等の事業を通じて、間接的にＣＳ

Ａの導入につながる活動を促進することは可能と思われます。 
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２．神奈川県大和市なないろ畑農場 

 

神奈川県大和市の「なないろ畑農場」は、経営主である片柳義春さん

が、新規就農により大和市、綾瀬市、座間市、そして遠隔地にある長野県

辰野町にまたがる合計 370a 規模の遊休農地を借地し、経営するＣＳＡ農場

です。 

なないろ畑農場は、大きな労力がかかる調製・出荷作業には、コアメン

バーである消費者会員の参加がみられるなど、典型的なＣＳＡの特徴を持

ちます。なないろ畑農場の取り組みは、都市部における多様な人材の参加

による遊休農地解消の事例として注目されるとともに、農業を通じたコミ

ュニティ形成への可能性を示唆しています。 

 

（１）なないろ場農場の概要 

なないろ畑農場は、会社経営者であった片柳さんが、2003 年に新規就農

し、大和市で当時 10a の農地を借地して開設しました。なないろ畑農場

は、農薬・化学肥料不使用による資源循環型の農業を実践し、2006 年から

ＣＳＡを開始しました。契約する野菜セット数は 85 あり、年間を通じて約

40 種類の農薬・化学肥料不使用による野菜を栽培しています。 

大和市内の住宅地に設けられた出荷場では、主に主婦の会員がボランテ

ィアで野菜セットの仕分け作業を行っています。出荷日は週３回もうけ、

会員はいずれかの日に、出荷場に用意された野菜セットを受け取りに行き

ます。野菜セットは、月 11,000 円または 8,000 円の２つのコースがありま

す。会員は年間 48 回、野菜セットを受け取ることになります。 

出荷場には、会員が農産物セットを受け取りに来るため、常ににぎわい

をみせています。余剰野菜を販売する直売コーナーも設けられ、会員だけ

でなく、地元住民も購入に訪れています。出荷場はコミュニティスペース

となっています。 

片柳さん１名から始まった農場は、2010 年には農業生産法人となり、現

在スタッフは、フルタイム３名（役員１名、正社員２名）、パートタイム

４名（農作業１名、事務１名、配達２名）、それに新規就農を目指す研修

生と消費者会員がボランティアで参加しています。大和市内の住宅街に設

けられた出荷場では、従業員のほか、会員である主婦のボランティアと非
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会員のボランティアが、午前中に収穫され、出荷場に集められた農産物の

調製・出荷作業を行っています。週３回の出荷日の出荷場での作業には、

パートタイム従業員を含めて、１日あたりの平均で１０名ほどの参加がみ

られます。ＣＳＡでは、会員ごとに野菜セットを袋詰めする必要があるた

め、収穫された農産物の調製と仕分けには大きな労力がかかります。しか

し、こうしたボランティアによる協力によって、フルタイム従業員が農作

業に専念でき、農場の運営にとってボランティアの労力が不可欠なものと

なっています。 

 

（２）活動の経緯 

なないろ畑農場は、2006 年からＣＳＡを開始しましたが、農場活動の経

緯は、片柳さんが 1990 年代から取り組んでいた花苗づくりにさかのぼりま

す（表３）。当時、会社経営に携わっていた片柳さんは、花苗を余暇的に

自宅で栽培していました。その苗床として、地元の公園の落ち葉を、秋か

ら冬の期間の週末に収集し、堆肥に利用しました。 

それまで片柳さん個人の活動として花苗づくりは行われていましたが、

2001 年に生活クラブ生協の会員が始めた「クラブママーズ」という地域通

貨サークルの活動（片柳，2003）が契機となって、農場開設へと動き始め

ました。このサークルは、主婦が、不用になった品物や自分の特技などを

地域通貨で交換する活動でした。片柳さんがこの地域通貨サークルに加わ

ったことで、それまで余暇的に栽培していた花苗を、地域通貨で交換でき

るようにしました。花苗づくりは大量の落ち葉堆肥を必要とするため、片

柳さんはサークル会員に対して落ち葉集めのボランティアを募り、その報

酬として地域通貨を発行しました。地域通貨の活用によって、それまで片

柳さん個人の活動として行われていた花苗づくりに、地域住民が参加する

仕組みが構築されました。 

2002 年からは片柳さんは会社経営から転じ、就農に向けた取り組みを本

格的に開始しました。まず、神奈川県のかながわ農業アカデミーの中高年

を対象とした農業研修コースを１年間受講しました。また、2002 年から神

奈川県が耕作放棄地の活用を図るために制度化した「中高年ホームファー

マー事業」の第１期生に採用され、神奈川県が同事業によって耕作放棄地

を復元した約５a の農園で本格的な農業生産に取り組み始めました。ここ
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でサツマイモの生産を行うようになり、それがなないろ畑農場の原型とな

る「とらぬ狸のいも畑農場」（とらたぬ農場）へと展開しました。農場活

動を行うなかで、労力を要する公園での落ち葉収集と農作業に都市住民の

参加が得られるようになり、地域通貨を媒介した人的なネットワークが構

築されたといえます。 

2003 年には、神奈川県大和市で 10a の農地（Ｔ圃場）を借地して就農

し、生産した野菜を近隣の自然食品店４店舗に出荷するなど、農業生産を

本格化させました。この当時、農場を「なないろ畑農場」と名付け、2005

表３ なないろ畑農場の活動経緯 

年 活動の経緯 農地利用 

1990 年代 

 

2001 年 

 

2002 年 

 

 

 

 

 

 

 

2003 年 

 

 

2005 年 

 

 

2006 年 

 

 

 

2008 年 

 

 

2010 年 

 

2011 年 

 

 

2016 年 

 

・片柳さんが公園の落ち葉収集を行い，

花苗づくりの堆肥として利用 

・大和市で地域通貨サークル「クラブマ

マーズ」が発足 

・片柳さんが神奈川県「かながわ農業ア

カデミー」の中高年新規就農研修を受

講。また、神奈川県中高年ホームファー

マー事業に参加。 

・地域住民が参加し，落ち葉堆肥を利用

してサツマイモ栽培を行う「とらたぬ農

場」を開設。ボランティアを募集するため

に地域通貨を活用 

・大和市内に新たに農地(T 圃場)を借地

し、就農。生産した野菜を自然食品店に

出荷。 

・同農場が各種野菜を生産し，会員に販

売。自主的に農場で収穫する消費者が

口コミで増加 

・会員への個別精算の事務作業を簡略

化するために年契約の会員制度に移行

し，CSA 農場となる 

・片柳さんが大和市の認定農業者となる 

・コアメンバー有志が友の会を組織。農場

活動以外にも会員間のコミュニケーショ

ンを促進 

・株式式会社化。出荷場での直売を開始 

 

・東京電力福島第一原発事故を契機に，

農産物への継続的な放射線測定を開始 

 

現在 

 

 

 

 

 

5a（神奈川県中高年

ホームファーマー事

業による斡旋） 

 

 

 

 

 

10a 

 

 

 

 

 

130a（大和市 T 圃場

が拠点） 

 

 

230a（復元中の農地

も含む） 

 

190a 

 

 

 

 
 

370a（座間市と長野

県辰野町に圃場） 
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年頃には、野菜セットを直接購入する消費者会員が口コミによって広がり

ました。そして、契約する消費者会員が、自主的に農場で野菜の収穫作業

を行い、持ち帰るようになり、2006 年からは会員への個別精算の事務作業

を簡略化するために、年契約の会員制に移行し、実質的なＣＳＡ農場とな

りました。 

このように、なないろ畑農場のＣＳＡが成立する過程では、片柳さんは

当初からＣＳＡを想定していたわけではありません。まず、地域通貨の活

用を契機とし、活動に関わった都市住民による資源循環や環境保全に対す

る関心が高まり、それが農場活動へと展開しました。その農場活動のメン

バーの１人であった片柳さんが、本格的に農業に取り組むようになり、新

規就農して農場を開設し、消費者会員との最適な関係性を模索するなかで

ＣＳＡへと移行したといえます。それはエコロジー型社会の構築を目指す

片柳さんの想いと、都市住民による農や食への関心の高さが重なり、生産

者と消費者との協働によるＣＳＡ農場に発展したと考えられます。 

 

（３）消費者グループの形成 

現在、なないろ畑農場で農作業や調製・出荷作業等のボランティアを担

うコアメンバーに相当する人材が約 30 名います。2008 年に三重大学が実

施した、なないろ畑農場の消費者会員を対象とするアンケート調査による

と、入会の動機として「地域の農業を支えたいと思ったから」とする回答

が 20％にのぼり、会員の地域農業への関心の高さがうかがえます。これら

の会員層がコアメンバーを構成していると考えられます。コアメンバーに

は会員以外にも、なないろ畑農場の活動を支援する地元住民のボランティ

アが 5 名含まれています。その中には、定年退職者の男性や、農業に関心

を持つ女性などが含まれています。 

ＣＳＡを通じ、2008 年には、こうしたコアメンバーを中心に「なないろ

フレンズ」と呼ばれる友の会組織が誕生し、生産者と消費者会員間での交

流イベントが行われるようになりました。会員同士による活動は推移し、

現在では、会員が主体となって企画するコンサート、農産加工講習会、ハ

ーブガーデンづくりなど、会員と地域住民が参加できる様々な交流イベン

トが企画されています。ボランティアに対する労働報酬として地域通貨を

発行するなど、コミュニティ形成に向けた動きも始まっています。 
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また、会員や非会員のボランティアの間の情報交換には、メーリングリ

ストが利用されています。メーリングリストには多くの会員が登録し、圃

場や出荷場、なないろ畑農場の活動状況を把握できます。コアメンバーの

間では、メーリングリストは、作業の段取りの打ち合わせに日常的に利用

されています。このほか、なないろ畑農場では、会員への通信として「畑

だより」を発行し、メーリングリストと併せて会員への情報発信や情報交

換の手段となっています。 

2010 年からは、なないろ畑農場では出荷場に直売コーナーを設け、週３

回の出荷日に地元の消費者向けの直売を開始しています。欧米で発祥した

初期のＣＳＡでは、農場で生産された全ての農産物を会員に分配（シェ

ア）するという考え方があります。しかし、なないろ畑農場では、会員か

らの適量の野菜を望む声にもとづいて、ＣＳＡ用に分配された後の余剰農

産物を直売に活用することにしました。週３回の出荷日の直売は、安定し

た売上の確保につながるとともに、非会員である近隣の地域住民による出

荷場への立ち寄りを促進し、交流につながっています。 

なないろ畑農場の活動を通じて、都市住民による消費者グループが形成

され、農作業や調製・出荷作業の貴重な担い手となるとともに、都市住民

相互の交流機能の増進にもつながっているといえます。 

 

 

消費者会員が参加した農作業 
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出荷場に午前中に集荷された野菜 

 

 

会員ボランティアによる野菜の調製・仕分け作業 
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３．茨城県つくば市飯野農園 

 

茨城県つくば市の飯野農園は、夫の信行さんと、妻の恵理さんが、2012

年に夫婦で新規就農して立ち上げました。二人とも農業外からの就農であ

り、2012 年から自宅近くの 50a の遊休農地を借地し、農薬・化学肥料不使

用による野菜づくりを開始しました。まだ、始まったばかりのＣＳＡです

が、消費者会員の意見を取り入れながら、様々な工夫を行っています。 

 

（１）ＣＳＡ導入の契機 

飯野農園では、ＣＳＡ研究会（代表：三重大学・波夛野豪教授）への参

加をきっかけに、ＣＳＡの導入を検討しました。新規就農から野菜セット

の個人宅配に取り組んでいましたが、会員を中心に参加を呼びかけ、2015

年５月にＣＳＡを導入しました。現在の会員数は 30 世帯を超えます。 

会員には、飯野さんのように子育て中の若い母親世代が多く参加してい

ます。飯野さんはフェイスブックを通じた情報発信に力を入れ、「女子

力」ともいうべき女性ならではのネットワークが会員数を伸ばす力になっ

たといいます。飯野農園では、従来の販路を維持しながらＣＳＡを導入し

ており、ＣＳＡと直売、レストランへの卸しを組み合わせた経営を行って

います。野菜セットはＭセット（1250 円、年間 4 万円で毎週）とＬセット

（1875 円、年間 3 万円で隔週）の２タイプあり、Ｍセットを契約する会員

が９割を占めます。ＣＳＡを導入したことで従来の個別配送の労力が軽減

されたほか、前払い契約によって経営の安定化につながっています。 

飯野農園のＣＳＡは始まったばかりですが、収穫体験による会員との交

流会や、作付計画や農場運営に関する意見交換会を実施しています。ＣＳ

Ａによって、消費者とのつながりを深めつつ、都市農業の担い手として成

長しています。 

 

（２）ワークショップ形式での消費者との意見交換 

 飯野農園では、ＣＳＡ開始から半年がすぎたところで、消費者会員から

野菜に対する評価や要望を取り入れ、農園側からも農業経営の現状を知っ

ていただく機会として、意見交換会を企画しました。 
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消費者との収穫体験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ランチで交流 

 

 

消費者会員との意見交換会 
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ＣＳＡを始めるにあたっては、まずＣＳＡを通じてどのような農業を目

指すか、農場のコンセプトについて考える必要があります。ＣＳＡは、そ

の農家が目指す農業と、それに賛同する消費者の協力によって成立しま

す。目指すべき農業のコンセプトは、必ずしも一律であるとは限りませ

ん。それぞれの農家によって特徴があってよいと思われますし、実践する

なかで、新たなコンセプトが生まれたり、消費者会員とのコミュニケーシ

ョンを通して変わっていくことも考えられます。 

例えば、なないろ畑農場では、それまで焼却処分されていた公園の落ち

葉や木材チップ、食品残渣などを肥料として再利用した、資源循環型の農

業を実践しています。また、農業を通じたコミュニティ形成を目指して、

ハーブガーデンづくりや、様々な勉強会、地域通貨の活用など、様々なコ

ミュニティ活動を行っています。環境保全やコミュニティ形成への貢献

が、なないろ畑農場のコンセプトといえるでしょう。 

一方、飯野農園では、野菜の種子には固定種（Ｆ１種とは異なる在来

種）を用い、それを使った料理について情報発信しています。また、消費

者会員には、飯野農園と同様に子育て世代の家庭や、まちづくりに取り組

む市民グループの会員が参加しており、生活と密着した情報交換や交流が

行われているところに特徴があります。 

いずれにせよ、ＣＳＡがもつ特徴からすれば、少なくとも有機農業に代

表される高付加価値型で、環境や健康に配慮した農業を目指すことは、基

本に据える必要があるでしょう。そのうえで、ＣＳＡを導入するプロセス

では、以下のような要素について準備が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＳＡのコンセプトづくり 

出荷方法 出荷場づくり 会員募集 

ＣＳＡに対応した農業生産 

分配所設置 
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１．ＣＳＡ導入に必要な準備 

 

■収穫から会員への分配までの流れ 

 ＣＳＡでは、圃場での収穫から消費者に野菜セットを分配するまでの手

順は、おおよそ以下の流れとなります。これらの一連の作業を、１日の出

荷日で行うことになります。 

圃場での収穫作業は、出荷日当日の午前中に行い、お昼前後までに出荷

場への農産物の搬入と、調整・仕分け作業を行います。仕上がった野菜セ

ットを、その日の午後の夕方くらいまでに、消費者会員による引き取りに

よって分配します。 

                     ＜作業時間の例＞ 

                       午前中 

 

                       午前中 

 

                       お昼前後 

 

                       午後 

 

 しかし、これはあくまで例であり、それぞれの農家の作目や労働力によ

って異なるはずです。例えば、なないろ畑農場では、会員ボランティアが

出荷場での調整・仕分け作業を行っており、お昼までに会員に分配する野

菜セットの袋詰め作業を終えています。 

なないろ畑農場では、出荷場が会員による野菜セット引き取りの場（ピ

ックアップ・ポイント）になっているため、野菜セットをつくり終えてか

らの搬送作業はありません。会員は、お昼から午後の早い時間帯に、出荷

場に野菜セットを引き取りに来ることができます。 

ＣＳＡの導入にあたっては、こうした流れを念頭において、それぞれの

農場に適した分配方法を構想する必要があります。 

 

 

 

圃場での収穫作業 

出荷場への農産物の搬入 

出荷場での調整・仕分け 

会員に野菜セットを分配 
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■出荷（分配）方法 

 多くのＣＳＡでは、ふだん食卓で使う野菜を箱や袋に数種類詰めてセッ

トにして用意します。出荷頻度や野菜セットの内容等は、それぞれのＣＳ

Ａによって異なりますが、一般的には以下のような方法をとっています。

それぞれに留意点があります。 

 

出荷頻度 

通常、週に一回、出荷日を設けるが、隔週とする場合

もある。例えば、なないろ畑農場では、週に３回出荷日

を設けている。一日に過度に作業の負担がかからないよ

うに、また収穫量との兼ね合いも勘案して、出荷頻度を

定める。 

栽培野菜 

野菜セットに入れる野菜は、多くの場合、日常的に消

費する多品目の野菜である。このため、年間を通じて収

穫があるように、多品目野菜を出荷すべく、栽培計画を

立てる必要がある。 

セットのサ

イズ 

一般的にひとつの野菜セットは、５～１０数種類程度

を入れる。家族数に応じて品目数を変え、Ｌサイズ、Ｍ

サイズのように、セットのサイズにパターンを設ける場

合もある。しかし、パターンをあまり多くすると、出荷

場での野菜セットづくりが複雑となり、手間を要するこ

とに注意が必要となる。 

価格 

ＣＳＡの野菜セットでは、ひとつひとつの野菜に値段

をつけることはしない。農家にとって再生産可能な金額

に基づいて、前払いによる会費として設定する。一般的

には、月あたり○○円という金額を設定し、年間ないし

は半年の金額を前払いする。 

引き取り方

法 

野菜セットは、消費者会員による引き取りが基本とな

る。しかし、乳児がいる家庭や移動が困難な会員に対し

ては、個人宅配を行うケースもある。この場合、宅配料

金を徴収したり、ボランティアにより配送を行うケース

もある。 

箱（袋）づ

め 

収穫された野菜は、会員ごとにセットをつくる。セッ

トには、リターナブルな箱やエコバックを利用すること

が多い。ただし、それらは会員が持ち帰り、次回の出荷

日に返却するために、会員一人あたり２つ以上の箱また

は袋を用意しておく必要がある。 

また、会員ごとにセットをつくらず、野菜ごとにコン

テナに入れて用意し、会員が所定の分量をカゴや袋に入

れていく方法もある。この場合、農場側の仕分け作業は

なくなるが、会員の手間は増える。 
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●袋詰め作業 

この場合、袋には

市販のナイロン袋を

使用していますが、リ

ターナブルなエコバ

ックを利用すれば、

省資源にもなりま

す。ただし、汚れや紛

失に気を配る必要が

あります。 

●収穫した野菜を出

荷場に搬送 

出荷場では、その

日あるいは前日まで

に収穫した野菜の分

量をはかり、必要な

セット数に分配しま

す。ただし、分量が多

すぎることは会員に

好まれません。適量

を定めて分配するこ

ともあります。 

●調製作業 

必要に応じて、洗

浄、包装を行います。

保存しやすくするた

めに、根菜類などは

泥付きで分配する場

合もあります。 
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●野菜セットづくり 

調製された野菜を

袋詰めしたあとは、

会員が引き取りやす

いように、コンテナや

箱などに野菜セット

をます。 

●野菜セットづくり 

野菜ごとにコンテ

ナに入れて用意し、

会員が所定の分量

をカゴや袋に入れて

いく方法もあります。

このように、会員が

自分のカゴを持ち込

んで、自分で所定の

数量の野菜を入れ

ていきます。 

野菜セットの内容

をコンテナに表示。 

●ミニレター 

 分配した野菜に関

する調理法や畑の

様子などをミニレタ

ー形式で野菜セット

に添付することもあ

ります。 

 会員は引き取り時

に農家とコミュニケ

ーションがとれます

が、ミニレターによる

情報提供も会員に

は喜ばれます。 
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■出荷場づくり 

 ＣＳＡでは、収穫した野菜を調製・仕分けする作業を行う出荷場が必要

となります。出荷場の場所は、農家側からすると圃場か自宅に近いほうが

効率的ですが、消費者会員側からすると居住地に近く、アクセスのよい場

所にあることが望まれます。 

 なないろ畑農場では、市街地の中に出荷場を設けています。圃場からは

距離が離れていますが、消費者会員の中には徒歩や自転車で野菜セットを

引き取りに来る方もいて、会員にとっての利便性はよいといえます。 

 

 

 

 

 

●なないろ畑農場

の出荷場 

 

 市街地の中にあ

る出荷場。駐車ス

ペースもあり、自

家用車で引き取り

に来られる会員も

アクセスできま

す。 

●休憩スペース 

 なないろ畑農場

では、出荷場にラ

ンチスペースを設

けています。午前

中に作業を終え

た、ボランティア

や農場職員が、農

場の野菜を使って

ランチをとりま

す。このようなス

ペースがあると、

会員と農場職員と

のコミュニケーシ



- 27 - 
 

 

 

 

 

 

●簡易な出荷場 

 

 出荷場として

は、建物がなくと

も、このようなビ

ニールハウスを用

いることもありま

す。ただし、電源

があるとライト

や、保冷庫がつけ

られますので、便

利です。 

●コミュニケーシ

ョンボード 

 野菜の調製や仕

分け作業にはボラ

ンティアが参加す

ることもありま

す。誰にも作業が

わかりやすいよう

に、作業内容を書

き込むボードがあ

るとよいでしょ

う。 

 野菜セット数や

分量などを書き込

●保冷庫 

 必須ではありま

せんが、共働きの

家庭など、引き取

りが夜間にならざ

るを得ない会員の

ために、保冷庫を

用意することもあ

ります。 

 出荷日の一定の

時間を過ぎると、

野菜セットを保冷

庫に保管し、会員

が自分でその中か
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●氏名ラベル 

 

 誰の野菜セット

かを、このような

ラベルに氏名を入

れてセットに添え

ておくと、間違い

にくくなります。 

 まったく同じ内

容のセットであれ

ば、その必要はあ

りません。 

●個数が足りない

場合 

 

 上記のやり方で

は、野菜の品数が

足りない場合、い

くつかの野菜のな

かから、早い者勝

ちでもっていって

もらう方法もあり

ます。 

●野菜セットをつ

くらず、コンテナ

で提供する場合 

 

 このように、コ

ンテナに同じ種類

の野菜をまとめて

おき、引き取る分

量を書いておきま

す。 
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●交換ボックス 

 上記のやり方で

は、好きではない

野菜にあたる場合

があります。その

場合、このような

トレードボックス

を設けて、好きな

野菜と交換する方

法もあります。こ

の方法は野菜セッ

トをあらかじめつ

くるタイプでは採

用できません。 

●直売コーナー 

 余剰野菜を、出

荷場などのスペー

スで販売すること

もあります。ここ

ではそれぞれの野

菜に値段をつけて

販売します。ＣＳ

Ａ会員以外の消費

者へのアピールの

場にもなります。 
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■分配所（ピックアップ・ポイント）の設置 

ＣＳＡでは、消費者会員が野菜セットを自分で引き取るところに特徴が

あるます。このため、野菜セットの受渡し場所が必要となります。その場

所は、「ピックアップ・ポイント」と呼ばれ、欧米のＣＳＡでは、教会や

学校、会員の自宅などが利用されています。アメリカの規模の大きなＣＳ

Ａ農場では、複数のピックアップ・ポイントを設け、コミュニティホスト

と呼ばれる世話役の協力を得て、野菜セットを分配しています。これによ

り、車で２時間くらいの範囲までに会員を広げ、配送を可能にしていま

す。 

 

 

 
 

 一方、なないろ畑農場や、飯野農園では、分配所を設けず、出荷場が分

配所を兼ねています。ただし、飯野農園では、会員うち８名が同じオフィ

スにおり、それらの会員分についてはまとめて配送しています。これは、

ピックアップ・ポイントといえます。 

 ピックアップ・ポイントを増やすことは、搬送にかかる労力、費用を要

すいることになりますが、市街地から遠隔にあり中山間地域や、特定の消

費者グループと契約する場合には、ピックアップ・ポイントを設けること

が必要となります。 
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２．生産面で求められる対応 
 

 ＣＳＡでは、多品目野菜を消費者会員に提供します。このため、年間を通じて何

らかの収穫ができるよう、作付計画を立てる必要があります。ＣＳＡでは、不作のリ

スクを農家と消費者がともに負担することを前提としていますが、極力品目数を

確保したいところです。なないろ畑農場では、ＣＳＡで必要とされる収穫量よりも

多めの作付けを行い、不作に備えています。 

そして、順調に収穫できれば、余剰となった野菜を、直売にあてる工夫を行って

います。直売コーナーには、会員以外の来訪者が訪れており、その売り上げは農場

にとって貴重な収益となっています。 

 

出荷日に出荷場に設けられた直売コーナー 

 

■原発事故以降の対応 

東京電力福島第一原発事故によって、関東の有機農家も大きな打撃を受けま

した。それまで、有機農産物を購入していた顧客にとって、放射性物質への危惧

は大きいといえます。なないろ畑農場では、東京電力福島第一原発事故後に、会

員からの出資を受けて、精度の高い放射線測定装置を購入し、農場独自の検査

体制を整えました。こうした対応から、なないろ畑農場では、原発事故後の会員の

退会はほとんどみられませんでした。 
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なないろ畑農場の放射線測定装置 

 

 
落ち葉を採種する公園の放射線量を測定 
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３．消費者とのつながりをどうつくるか 
 

 ＣＳＡは消費者会員が参加することで、初めて成立します。ＣＳＡを導

入する構想がある程度組み立てられれば、会員の募集に取り組む必要があ

ります。しかし、会員募集は一朝一夕にできるものではありません。前章

で述べたように、なないろ畑農場では、地域通貨や環境保全の取り組みか

ら、消費者グループが形成されました。ＣＳＡに向けた農業生産体制を整

えつつ、人的なネットワークの構築は不可欠といえます。 

 飯野農園は、短期間でＣＳＡを導入しましたが、以下のように、青空市

や市民団体との連携などを通じて、ＣＳＡ導入以前の人的なネットワーク

があり、それがＣＳＡの導入へとつながりました。現在では、つくば市の

援農制度を活用したり、つくば市の農産物オーナー制度の認定を受けるな

ど、ネットワークを広げつつあります。また、フェイスブックを通じて、

同世代の会員が参加するなど、インターネットを活用したネットワークづ

くりも行われています。 

 

 
 

 

 一方、前に述べたように、欧米でＣＳＡが普及する背景には、ＣＳＡの

立ち上げを支援する組織の存在が挙げられます。日本ではこうした組織が

存在せず、農家がＣＳＡを立ち上げたくとも、支援が得られない現状にあ

ります。現在、前述のＣＳＡ研究会では、ＣＳＡに関する情報交換と支援
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を行う協議会組織の設立を準備していますが、まだ実現に至っていませ

ん。 

 こうしたなか、アメリカでは農家と消費者がつながりをもつためにユニ

ークな取り組みがあります。以下のように、学校の農業体験を農場として

受け入れつつ、売り上げの１０％を学校に寄付します。そのつながりか

ら、親や教師がコーディネイターとなって、ピックアップ・ポイントを設

けて、ＣＳＡ会員の確保と運営が行われています。 

 このように、地域組織や地元の学校や企業など、身近な団体との連携に

よるＣＳＡの構想も期待されます。 

 

アメリカ・カリフォルニア州のＣＳＡ農場での取り組み 
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 日本では、ＣＳＡの事例がまだ少なく、一般消費者だけでなく、農家に

も認知が進んでいません。これまで、ＣＳＡに関する勉強会を開催するな

かで、有機農家からＣＳＡに対する躊躇の声も聞かれました。例えば、

「私たちはプロの農家として、質の高い野菜を作ることで対価をもらって

いる。不作になるからといって、同じお金を先に頂くことには違和感があ

る」という声が聞かれました。他にも「つてがないので、消費者との繋が

りを見つけにくい」、「消費者のグループの方からの働きかけがなけれ

ば、生産者自らがＣＳＡを立ち上げるのは難しい」、「ＣＳＡに必要な野

菜セットを作るには、出荷できる品目数が足りない」等の声がありまし

た。 

ＣＳＡの普及には、こうした生産者側の躊躇を払拭する必要がありま

す。それには、ＣＳＡの経営的なメリットや、コミュニティ形成などの地

域に及ぼす多様な効果を認識するための研究蓄積、知見が求められます。 

 Ⅰ章で述べたように、欧米にはＣＳＡを支援したり、農家間の連携を図

る組織があります。今後、日本でもこうした機能をもつ組織づくりが求め

られます。ニューヨーク州にある NPO 法人 Just Food はこうした機能をも

つ組織です。主な機能として、情報提供、認証、仲介の機能があります。

これらのすべを担う組織づくりは、簡単にはできませんが、まずは情報提

供の機能を基本として、組織づくりに取り組む必要があるでしょう。 
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情報提供機能 ＣＳＡについて農家、消費者への啓蒙を行う。 

仲介機能 
生産者・消費者の契約を促進する。生産者と消費者のマッ

チングを行う。 

CSA の認証機

能 

基本的なＣＳＡの要件をみたすものを認証する。ＣＳＡの質

を確保する。フランス AMAP では、アリアンス・プロヴァンスが

「AMAP 憲章」を制定し、「AMAP」を商標登録することで、認

証の機能を担っている。 
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ＣＳＡは、日本で苦境にある有機農家にとって、持続的な経営を実現す

るための一つの経営モデルとなることが期待されます。しかし、それは単

なるビジネスモデルとしてではなく、食の安全や地域の農業・環境保全に

関心をもつ消費者との連携にもとづいた、農業を通じた地域づくりとして

の視点を持つことが必要といえるでしょう。ＣＳＡが地域にもたらす効果

は多様であり、消費者に対して農業体験・交流の場を提供し、環境と健康

に配慮した農業の振興にも寄与します。また、農家と消費者および消費者

間のコミュニケーションを促進することで、コミュニティ形成にもつなが

ります。 

ＣＳＡは、従来の産消提携やオーナー制とは異なり、同じ地域内の消費

者と農家をつなぎ、コミュニティ機能を向上させることに大きな特長があ

ります。なないろ畑農場や飯野農園のように、住宅地が近接する都市近郊

地域で有機農業を志す農家にとって、ＣＳＡはひとつの選択肢になると考

えられます。日本においては、世界に先駆けて産消提携が誕生し、多くの

有機農家とそれを支援する消費者グループによって取り組まれてきまし

た。しかし、産消提携は現在停滞の時期にあります。ＣＳＡも、日本では

始まったばかりの段階にあります。 
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一方、アメリカを中心とする欧米諸国ではＣＳＡの普及が進んでいま

す。アメリカの有機農家にとっては、ＣＳＡは一般的な農業経営のモデル

となっています。オーガニックの農産物を扱うマーケットも成長していま

す。これに対して、日本では有機農産物を扱う農産物流通事業体は成長し

ていますが、各契約世帯への個配が中心であり、コミュニティの関与は薄

れる方向にあるとえいます。日本と欧米では逆の動きが進みつつあるとい

えるでしょう。 

 今後、日本においてもＣＳＡに関する研究を進め、国内事例の情報を蓄

積する必要があります。本手引きが、その一助になり、今後の議論の素材

になることを期待します。そして、国内でのＣＳＡの普及には、こうした

情報を生産者、消費者の双方に提供するための組織づくりも求められま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――――――――――――――――――――――――――――― 

本手引き内容は、以下の研究成果に基づいて取りまとめました。 

 

○唐崎卓也・福与徳文・坂根勇・石田憲治『ＣＳＡが地域に及ぼす多面的

効果と定着の可能性』農村生活研究，56(1)，2012 年，25～37 頁。 

○唐崎卓也「農を支えるコミュニティー連携『ＣＳＡ』」AFC フォーラ

ム，58(3)，2010 年，11～14 頁。 

  



- 39 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付 録 

  



- 40 - 
 

  



- 41 - 
 

■ＣＳＡ研究会について 

 ＣＳＡや産消提携に造詣の深い研究者有志や実践者、そして農研機

構農村工学研所農村基盤研究領域の呼びかけにより、平成２６年１０

月に第 1 回ＣＳＡ研究会を企画しました。この研究会では、ＣＳＡの

実践者や研究者からの報告をもとに、ＣＳＡの役割や意義を確認しつ

つ、今後の日本における CSA の成立の課題や可能性、支援のための組

織づくりなどについて議論しています。平成２８年３月までに計４回

の研究会を開催しました。 

 

＜研究会の目的＞ 

①日本における CSA の可能性を探る 

→ 研究者と実践者、消費者らによる情報交換を行う 

②CSA の実践と支援のための組織づくりを検討する 

 → CSA 協議会（仮）の提案へ。今後も継続的に研究会を開催する 

 

■第 1 回ＣＳＡ研究会の概要 

日時：平成 26 年 10 月 4 日（土）15 時 30 分～17 時 30 分 

場所：神奈川県大和市・林間学習センター 

主催：ＣＳＡ研究会発起人 共催：農研機構農村工学研究所 

＜プログラム＞ 

 ●15:30～ 挨拶 

●15:35～ 趣旨説明 

 ●15:45～16:15 「CSA と産消提携の展望」 三重大学・波夛野豪 

 ●16:15～16:45 「なないろ畑農場の取り組みから」 

～なないろ畑という妄想・妄想と現実との葛藤～ 

なないろ畑農場代表・片柳義春 

 ●16:45～17:05 「CSA の事例分析から」 

    農研機構農村工学研究所・唐崎卓也 

 ●17:05～17:30  質疑・CSA 協議会設立について 

 ●17:30 閉会 

 ●18:00～ 交流会 
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■第２回ＣＳＡ研究会の概要 

日時：平成 27 年 1 月 31 日（土）14 時 00 分～17 時 15 分 

場所：TKP 新宿駅前会議室 カンファレンスルーム 

主催：ＣＳＡ研究会 共催：農研機構農村工学研究所 

＜プログラム＞ 

 ●14:00～ 趣旨説明 (独)農研機構・唐崎卓也 

 ●14:10～15:10 「メノビレッジ長沼の取り組みから」 

北海道長沼町 エップ・レイモンド 

                         荒谷 明子 

 ●15:20～16:00 「日本における CSA 普及の課題」 

             NTT データ経営研究所 村瀬 博昭 

 ●16:00～17:15  質疑・討論・CSA 協議会設立に向けた検討 

 ●17:15  閉会 

 ●17:30～ 情報交流会 

 

■第３回ＣＳＡ研究会の概要 

日時：平成 27 年 7 月 11 日（土）15 時 30 分～17 時 30 分 

場所：大和市林間学習センター 

主催：ＣＳＡ研究会 

＜スケジュール＞ 

 ●15:30～ 挨拶 

●15:35～ 趣旨説明 農研機構・唐崎卓也 

 ●15:45～ 「提携・CSA 参加者の意識」 三重大学・波夛野豪 

 ●16:15～ 「日本の CSA の動向」 農研機構・唐崎卓也 

 ●16:45～ 討論会「CSA 協議会設立に向けて」 

 ●17:30  閉会 

 ●18:00～ 情報交流会 

 

■第４回ＣＳＡ研究会の概要 

日時：平成 27 年 10 月 17 日（土）14 時 00 分～17 時 00 分 

場所：TKP 渋谷カンファレンスセンター（渋谷駅徒歩３分 

主催：ＣＳＡ研究会 共催：農研機構農村工学研究所 
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＜スケジュール＞ 

 ●14:00 開会 

 ●14:15～ 「イリノイ州の CSA 農場『Henry's Farm』の取り組み 

から」            ヘンリー ブロックマン・広子 

 ●15:00～ 「カリフォルニア州 小規模有機農場『Full Belly 

Farm』での CSA 展開事例」       大橋 和也 

 ●15:30～ 「つくば飯野農園  CSA の取り組み ～ママさん集まれ！

30～40 代の子育て世代が作り上げる地域支援型農業」 

                         飯野 信行・恵理 

 ●16:00～ 討論 

 ●17:00  閉会 

 ●17:30～ 交流会 
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